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（1）収益的収入及び支出

＜  収  入  ＞

当初予算額 補正予算額

円 円 円

第1款 下水道事業収益

 第1項 営業収益

 第2項 営業外収益

合　　　計

△ 6,972

△ 6,972

△ 3,293

(うち仮受消費税及び地方消費税)

△ 3,679

令和７年度 芽室町下水道事業会計決算報告書

地方公営企業法第２４条第３項の
規定による支出額に係る財源充当額

合　　　　計

予 算 額

決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減区 分

円

備 考

円円 円

(うち仮受消費税及び地方消費税)

(うち仮受消費税及び地方消費税)

(うち仮受消費税及び地方消費税)

＜  支  出  ＞

当初予算額 補正予算額
予備費
支出額

流用
増減額

地方公営企
業法第24条
第3項の規定
による支出額

小 計

地方公営企
業法第26条
第2項の規定
による繰越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

収益的支出の管渠費に充てるため企業債2,400,000円を借り入れた。

第1款 下水道事業費用

 第1項 営業費用

区 分
不　用　額決 算 額

地方公営企
業法第26条
第2項の
規定による
繰越額

予 算 額

△ 3,693,000

△ 4,470,000

合　　　計

 第2項 営業外費用

 第3項 予備費

△ 3,693,000
(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

円

備 考
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（1）収益的収入及び支出

＜  収  入  ＞

当初予算額 補正予算額

円 円 円

第1款 下水道事業収益

 第1項 営業収益

 第2項 営業外収益

合　　　計

△ 6,972

△ 6,972

△ 3,293

(うち仮受消費税及び地方消費税)

△ 3,679

令和７年度 芽室町下水道事業会計決算報告書

地方公営企業法第２４条第３項の
規定による支出額に係る財源充当額

合　　　　計

予 算 額

決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減区 分

円

備 考

円円 円

(うち仮受消費税及び地方消費税)

(うち仮受消費税及び地方消費税)

(うち仮受消費税及び地方消費税)

＜  支  出  ＞

当初予算額 補正予算額
予備費
支出額

流用
増減額

地方公営企
業法第24条
第3項の規定
による支出額

小 計

地方公営企
業法第26条
第2項の規定
による繰越額

合 計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

収益的支出の管渠費に充てるため企業債2,400,000円を借り入れた。

第1款 下水道事業費用

 第1項 営業費用

区 分
不　用　額決 算 額

地方公営企
業法第26条
第2項の
規定による
繰越額

予 算 額

△ 3,693,000

△ 4,470,000

合　　　計

 第2項 営業外費用

 第3項 予備費

△ 3,693,000
(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

円

備 考
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（2）資本的収入及び支出

＜  収  入  ＞

当初予算額 補正予算額

継続費逓次
繰越額に係
る財源充当

額

円 円 円 円 円

翌年度繰越額

△ 5,798,750

地方公営企業法
第２６条の規定に
よる繰越額に係る

財源充当額

区 分

予 算 額

円 円

△ 50,299,000

△ 16,800,000

△ 50,299,000

△ 34,287,000

令和７年度 芽室町下水道事業会計決算報告書

備 考

予算額に
比べ

決算額の
増減

決 算 額
合 計

 第1項 企業債

第1款 資本的収入

円円

小 計

△ 5,798,750

△ 5,800,000

 第2項 出資金

 第5項 受益者分担金

 第6項 その他資本的収入

 第3項 補助金

 第4項 受益者負担金

合　　　計

△ 225,000

△ 44,000

＜  支  出  ＞

当初予算額 補正予算額
流用

増減額
小 計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額

継 続 費
逓    次
繰 越 額

合 計

地方公営企
業法第 条
の規定によ
る 繰 越 額

継 続 費
逓    次
繰 越 額

合  計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

備 考決算額

翌 年 度 繰 越 額予 算 額

不 用 額

 第1項 建設改良費

区 分

 第2項 企業債償還金

合　　　計

第1款 資本的支出

△ 27,468,000

△ 27,468,000

資本的収入額が資本的支出額に不足する額210,908,682円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額16,734,527円及び過年度分損益勘定留保資金194,174,155円で補てんした。

△ 27,468,000
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（2）資本的収入及び支出

＜  収  入  ＞

当初予算額 補正予算額

継続費逓次
繰越額に係
る財源充当

額

円 円 円 円 円

翌年度繰越額

△ 5,798,750

地方公営企業法
第２６条の規定に
よる繰越額に係る

財源充当額

区 分

予 算 額

円 円

△ 50,299,000

△ 16,800,000

△ 50,299,000

△ 34,287,000

令和７年度 芽室町下水道事業会計決算報告書

備 考

予算額に
比べ

決算額の
増減

決 算 額
合 計

 第1項 企業債

第1款 資本的収入

円円

小 計

△ 5,798,750

△ 5,800,000

 第2項 出資金

 第5項 受益者分担金

 第6項 その他資本的収入

 第3項 補助金

 第4項 受益者負担金

合　　　計

△ 225,000

△ 44,000

＜  支  出  ＞

当初予算額 補正予算額
流用
増減額

小 計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る繰越額

継 続 費
逓    次
繰 越 額

合 計

地方公営企
業法第 条
の規定によ
る 繰 越 額

継 続 費
逓    次
繰 越 額

合  計

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

(うち仮払消費税及び地方消費税)

備 考決算額

翌 年 度 繰 越 額予 算 額

不 用 額

 第1項 建設改良費

区 分

 第2項 企業債償還金

合　　　計

第1款 資本的支出

△ 27,468,000

△ 27,468,000

資本的収入額が資本的支出額に不足する額210,908,682円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額16,734,527円及び過年度分損益勘定留保資金194,174,155円で補てんした。

△ 27,468,000

4
―

　
　

―



（単位：円）

　　1. 営業収益

　　　(1) 使用料

　　　(2) 他会計負担金

　　　(3) その他営業収益

　　2. 営業費用

　　　(1) 管渠費

　　　(2) ポンプ場費

　　　(3) 集落排水施設費

　　　(4) 個別排水処理施設費

　　　(5) 流域下水道事業負担金

　　　(6) 業務費

　　　(7) 総係費

　　　(8) 減価償却費

　　　(9) 資産減耗費

　　　営　業　損　失

　　3. 営業外収益

　　　(1) 国庫補助金

　　　(2) 他会計補助金

　　　(3) 他会計負担金

　　　(4) 長期前受金戻入

　　　(5) 雑収益

　

　　4. 営業外費用

　　　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

　　　(2) 雑支出

　　　経　常　利　益

　　5. 特別利益

　　　(1) 固定資産売却益

　　6. 特別損失

　　　(1) 固定資産売却損

　　　当　年　度　純　利　益

　　　前年度繰越欠損金

　　　その他の未処分利益剰余金変動額

　　　当年度未処理欠損金

令和７年度芽室町下水道事業損益計算書

( 令和7年 4月 1日 から 令和8年 3月31日まで )

国庫補助金
資本剰余金

合計
未処理欠損金

利益剰余金
合計

△ 239,823,888 △ 239,823,888

（繰越欠損金）

△ 239,823,888 △ 239,823,888

（当年度未処理欠損金）

△ 200,158,938 △ 200,158,938

処分後残高

（繰越欠損金）

△ 200,158,938

議会の議決による処分額

地方公営企業法の適用を受ける
事業の剰余金の処分等に関する
条例第４条による処分額

当年度末残高 △ 200,158,938

処分後残高

当年度変動額

一般会計出資金の受入

当期純利益

当年度末残高

令令和和77年年度度芽芽室室町町下下水水道道事事業業欠欠損損金金処処理理計計算算書書

資本金 資本剰余金 未処理欠損金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

減債積立金への積立

資本金への組入れ

条例による処分額

剰余金処分条例による振替

令令和和77年年度度芽芽室室町町下下水水道道事事業業剰剰余余金金計計算算書書
(令和7年 4月 1日から令和8年 3月31日まで)　　

資本金

剰余金

資本合計資本剰余金 利益剰余金
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（単位：円）

　　1. 営業収益

　　　(1) 使用料

　　　(2) 他会計負担金

　　　(3) その他営業収益

　　2. 営業費用

　　　(1) 管渠費

　　　(2) ポンプ場費

　　　(3) 集落排水施設費

　　　(4) 個別排水処理施設費

　　　(5) 流域下水道事業負担金

　　　(6) 業務費

　　　(7) 総係費

　　　(8) 減価償却費

　　　(9) 資産減耗費

　　　営　業　損　失

　　3. 営業外収益

　　　(1) 国庫補助金

　　　(2) 他会計補助金

　　　(3) 他会計負担金

　　　(4) 長期前受金戻入

　　　(5) 雑収益

　

　　4. 営業外費用

　　　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

　　　(2) 雑支出

　　　経　常　利　益

　　5. 特別利益

　　　(1) 固定資産売却益

　　6. 特別損失

　　　(1) 固定資産売却損

　　　当　年　度　純　利　益

　　　前年度繰越欠損金

　　　その他の未処分利益剰余金変動額

　　　当年度未処理欠損金

令和７年度芽室町下水道事業損益計算書

( 令和7年 4月 1日 から 令和8年 3月31日まで )

国庫補助金
資本剰余金

合計
未処理欠損金

利益剰余金
合計

△ 239,823,888 △ 239,823,888

（繰越欠損金）

△ 239,823,888 △ 239,823,888

（当年度未処理欠損金）

△ 200,158,938 △ 200,158,938

処分後残高

（繰越欠損金）

△ 200,158,938

議会の議決による処分額

地方公営企業法の適用を受ける
事業の剰余金の処分等に関する
条例第４条による処分額

当年度末残高 △ 200,158,938

処分後残高

当年度変動額

一般会計出資金の受入

当期純利益

当年度末残高

令令和和77年年度度芽芽室室町町下下水水道道事事業業欠欠損損金金処処理理計計算算書書

資本金 資本剰余金 未処理欠損金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

減債積立金への積立

資本金への組入れ

条例による処分額

剰余金処分条例による振替

令令和和77年年度度芽芽室室町町下下水水道道事事業業剰剰余余金金計計算算書書
(令和7年 4月 1日から令和8年 3月31日まで)　　

資本金

剰余金

資本合計資本剰余金 利益剰余金
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（単位：円）

　1.固定資産

　　(1)有形固定資産

　　　   土地

　　　   建物

　　　   建物減価償却累計額 △ 9,830,602

　　　   構築物

　　　   構築物減価償却累計額 △ 2,116,382,896

　　　   機械及び装置

　　　   機械及び装置減価償却累計額 △ 225,853,657

　　　   車両及び運搬具

　　　   車両及び運搬具減価償却累計額 △ 132,525

　　　   工具、器具及び備品

　　　   工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 162,972

　　　   建設仮勘定

　　　　有形固定資産合計

　　(2)無形固定資産

　　　   施設利用権

　　　　無形固定資産合計

　　固定資産合計

　2.流動資産

　　(1)現金預金

　　　   現金預金

　　　　現金預金合計

　　(2)未収金

　　　   現年度営業未収金

　　　   過年度営業未収金

         未収消費税還付金

　　　　未収金合計

　　(3)貸倒引当金

　　　   貸倒引当金 △ 90,000

　　　　貸倒引当金合計 △ 90,000

　　流動資産合計

 資　産　合　計

令和７年度芽室町下水道事業貸借対照表

( 令和 8年 3月31日 )

資 産 の 部

　3.固定負債

　　(1)企業債

　　　   建設改良に伴う企業債

　　　  その他の企業債

　　　　企業債合計

　　　固定負債合計

　4.流動負債

　　(1)未払金

　　　   現年度営業未払金

　　　　未払金合計

　　(2)企業債

　　　   建設改良に伴う企業債

　　　　企業債合計

　　(3)引当金

　　　   賞与等引当金

　　　　引当金合計

　　流動負債合計

　5.繰延収益

　　(1)長期前受金

　　　   長期前受金

　　　　長期前受金合計

　　(2)長期前受金収益化累計額

　　　   長期前受金収益化累計額 △ 877,748,081

　　　　長期前受金収益化累計額合計 △ 877,748,081

　　繰延収益合計

 負　債　合　計

負 債 の 部
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（単位：円）

　1.固定資産

　　(1)有形固定資産

　　　   土地

　　　   建物

　　　   建物減価償却累計額 △ 9,830,602

　　　   構築物

　　　   構築物減価償却累計額 △ 2,116,382,896

　　　   機械及び装置

　　　   機械及び装置減価償却累計額 △ 225,853,657

　　　   車両及び運搬具

　　　   車両及び運搬具減価償却累計額 △ 132,525

　　　   工具、器具及び備品

　　　   工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 162,972

　　　   建設仮勘定

　　　　有形固定資産合計

　　(2)無形固定資産

　　　   施設利用権

　　　　無形固定資産合計

　　固定資産合計

　2.流動資産

　　(1)現金預金

　　　   現金預金

　　　　現金預金合計

　　(2)未収金

　　　   現年度営業未収金

　　　   過年度営業未収金

         未収消費税還付金

　　　　未収金合計

　　(3)貸倒引当金

　　　   貸倒引当金 △ 90,000

　　　　貸倒引当金合計 △ 90,000

　　流動資産合計

 資　産　合　計

令和７年度芽室町下水道事業貸借対照表

( 令和 8年 3月31日 )

資 産 の 部

　3.固定負債

　　(1)企業債

　　　   建設改良に伴う企業債

　　　  その他の企業債

　　　　企業債合計

　　　固定負債合計

　4.流動負債

　　(1)未払金

　　　   現年度営業未払金

　　　　未払金合計

　　(2)企業債

　　　   建設改良に伴う企業債

　　　　企業債合計

　　(3)引当金

　　　   賞与等引当金

　　　　引当金合計

　　流動負債合計

　5.繰延収益

　　(1)長期前受金

　　　   長期前受金

　　　　長期前受金合計

　　(2)長期前受金収益化累計額

　　　   長期前受金収益化累計額 △ 877,748,081

　　　　長期前受金収益化累計額合計 △ 877,748,081

　　繰延収益合計

 負　債　合　計

負 債 の 部
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　6.資本金

　　(1)自己資本金

　　　   自己資本金

　　　　自己資本金合計

　　(2)繰入資本金

　　　   繰入資本金

　　　　繰入資本金合計

　　資本金合計

　7.剰余金

　　(1)資本剰余金

　　　   国庫補助金

　　　　資本剰余金合計

　　(2)欠損金

　　　  当年度未処理欠損金

　　欠損金合計

　　剰余金合計 △ 190,188,938

 資　本　合　計

 負 債 資 本 合 計

資 本 の 部
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　地方公営企業会計基準を準用して、財務諸表等を作成した。

（１） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

減価償却の方法 定額法
主な耐用年数 建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年
機械及び装置 ４～３５年
車両運搬具 ４～６年
工具器具及び備品 ２～２０年

② 無形固定資産
減価償却の方法 定額法
主な耐用年数 施設利用権 ５０年

（２） 引当金の計上方法等

① 退職給付引当金

② 賞与引当金及び法定福利費引当金

③ 貸倒引当金

（３） 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 貸借対照表等に関する注記
（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（2） 賞与引当金の取崩し額

（3） 貸倒引当金の取崩し額

３ セグメント情報に関する注記
（１） 報告セグメントの概要

（２） 報告セグメントごとの営業収益等
令和７年度（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目

他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
固定資産増加額

注　　記　　表

　職員の退職手当は退職手当組合に加入しており、毎事業年度支払う一定の負担金のみを負担
し、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担は全て一般会計が負担することとしている
ため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末におけ
る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上した。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上した。

処理区域：芽室町公共下水道事業計画区域、処理区域面積：793.3ha、処理人口:13,000　人公共下水道事業

　令和７年度において、期末及び勤勉手当として2,952,072円を支給することとなったため、賞与引当金
1,951,000円を取り崩した。

（単位：円）

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む）のうち、他会計が負担する額
は603,311,456円である。

　芽室町下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業及び個別排水処理事業の３事業を
運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、この３事業を報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事　業　概　要事　業　区　分

処理区域:芽室町農業集落排水処理計画区域、処理区域面積：15.0ha、処理人口：200　人

処理区域:公共下水道事業及び農業集落排水事業の処理区域以外の区域

農業集落排水事業

個別排水処理事業

　令和７年度において不納欠損したため、貸倒引当金50,000円を取り崩した。

公共下水道事業 農業集落排水事業 個別排水処理事業 合　計項　目

△ 175,872,964 △ 10,546,047 △ 78,282,747 △ 264,701,758
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　6.資本金

　　(1)自己資本金

　　　   自己資本金

　　　　自己資本金合計

　　(2)繰入資本金

　　　   繰入資本金

　　　　繰入資本金合計

　　資本金合計

　7.剰余金

　　(1)資本剰余金

　　　   国庫補助金

　　　　資本剰余金合計

　　(2)欠損金

　　　  当年度未処理欠損金

　　欠損金合計

　　剰余金合計 △ 190,188,938

 資　本　合　計

 負 債 資 本 合 計

資 本 の 部
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　地方公営企業会計基準を準用して、財務諸表等を作成した。

（１） 固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産

減価償却の方法 定額法
主な耐用年数 建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年
機械及び装置 ４～３５年
車両運搬具 ４～６年
工具器具及び備品 ２～２０年

② 無形固定資産
減価償却の方法 定額法
主な耐用年数 施設利用権 ５０年

（２） 引当金の計上方法等

① 退職給付引当金

② 賞与引当金及び法定福利費引当金

③ 貸倒引当金

（３） 消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ 貸借対照表等に関する注記
（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（2） 賞与引当金の取崩し額

（3） 貸倒引当金の取崩し額

３ セグメント情報に関する注記
（１） 報告セグメントの概要

（２） 報告セグメントごとの営業収益等
令和７年度（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目

他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
固定資産増加額

注　　記　　表

　職員の退職手当は退職手当組合に加入しており、毎事業年度支払う一定の負担金のみを負担
し、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用負担は全て一般会計が負担することとしている
ため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末におけ
る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上した。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上した。

処理区域：芽室町公共下水道事業計画区域、処理区域面積：793.3ha、処理人口:13,000　人公共下水道事業

　令和７年度において、期末及び勤勉手当として2,952,072円を支給することとなったため、賞与引当金
1,951,000円を取り崩した。

（単位：円）

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む）のうち、他会計が負担する額
は603,311,456円である。

　芽室町下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業及び個別排水処理事業の３事業を
運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、この３事業を報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事　業　概　要事　業　区　分

処理区域:芽室町農業集落排水処理計画区域、処理区域面積：15.0ha、処理人口：200　人

処理区域:公共下水道事業及び農業集落排水事業の処理区域以外の区域

農業集落排水事業

個別排水処理事業

　令和７年度において不納欠損したため、貸倒引当金50,000円を取り崩した。

公共下水道事業 農業集落排水事業 個別排水処理事業 合　計項　目

△ 175,872,964 △ 10,546,047 △ 78,282,747 △ 264,701,758
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決　算　附　属　書　類

事 業 報 告 書

企 業 債 明 細 書

決 算 明 細 書

固 定 資 産 明 細 書

キャッシュ・フロー計算書



令令和和７７年年度度 芽芽室室町町下下水水道道事事業業報報告告書書  

１１ 概概 要要  
（１）総括事項 

芽室町下水道事業は、公共下水道事業・農業集落排水事業・個別排水処理事業の３事業があります。各下水道施設を適切に維

持していくために財政情報を整理し、公営企業として安定した経営を目指してまいります。令和７年度の概要は次のとおりです。 

（ア）収益的収支（消費税抜き）

収益的収入では、営業収益の主なものとして、公共下水道使用料 円、集落排水施設使用料 円、個別

排水処理施設使用料 円、また営業外収益の主なものとして、一般会計からの補助金及び負担金の繰入れ

円、国庫補助金 円、長期前受金戻入 円を含め、経常収益総額は 円となりました。

一方、収益的支出では、営業費用として管渠費 円、ポンプ場費 円、集落排水施設費 円、

個別排水処理施設費 円、流域下水道事業負担金 円、業務費 円、総係費 円、

減価償却費 円、資産減耗費 円、また営業外費用の主なものとして支払利息 円を含め、経常

費用総額は 円となりました。

経常収支の差し引き 円が当年度純利益で、当年度未処理欠損金は 円となっております。

（イ）資本的収支（消費税込み）

資本的収入では、企業債 円、一般会計からの出資金 円、国庫補助金 円、受益者負担金

円、受益者分担金 円、その他資本的収入 円で、総額 円となっております。

資本的支出では、主なものとして、ストックマネジメント改築実施設計委託 円、ポンプ場施設負荷設備等更新工

事 円、公共桝新設工事（ 件） 円、個別排水処理施設整備等工事（ 件） 円、流域下水道事

業負担金 円（繰越含む）、企業債元金償還金 円で、総額 円となっております。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 円については、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
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整額 円と、過年度分損益勘定留保資金 円で補てんいたしました。

 
（２）経営指標に関する事項

令和７年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増と

なりました。一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は ％で、前年度比 ポイントの増と

なりました。なお、芽室町下水道事業会計は令和２年度から新会計として設立し、有形固定資産の減価償却を始めたことにより、

有形固定資産減価償却率が低い状況となっております。

公共下水道事業での経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。有形固定資産減価償却率は

％で、前年度比 ポイントの増となりました。経費回収率については ％で、前年度比 ポイントの増となりま

した。公共下水道使用料の収納率については、現年度分 ％で前年度比 ポイントの減、過年度分は ％で前年度比

ポイントの増となりました。

農業集落排水事業での経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。有形固定資産減価償却率は

％で、前年度比 ポイントの増となりました。経費回収率については ％で、前年度比 ポイントの増となりま

した。集落排水施設使用料の収納率については、現年度分 ％で前年度比 ポイントの減、過年度分は ％で前年

度比との増減はありません。

個別排水処理施設事業での経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。有形固定資産減価償却率

は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。経費回収率については ％で、前年度比 ポイントの増とな

りました。個別排水処理施設使用料の収納率については、現年度分 ％で前年度比 ポイントの減、過年度分は ％

で前年度比 ポイントの減となりました。

以上が令和 年度における決算概要です。今後の人口減少や節水型社会の定着により、料金収入の拡大は見込めませんが、老

朽化した施設の更新や耐震化に適切に対応していく必要があることから、経営環境は厳しさを増しています。

こうした状況を踏まえ、将来にわたり「快適で安全安心な生活環境」の提供が可能となるよう、中長期的な経営の基本計画で

ある経営戦略を策定しており、引き続き経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組んでまいります。

備　考

議案第　６２号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第３号) 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

(3) 議会議決事項

議　案　番　号 件　　　　　　　　名 提　出　年　月　日 議　決　年　月　日

認定第　  ６号 令和６年度芽室町下水道事業会計決算認定の件 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

令 和 年 月 日

議案第　２５号
災害時等における給水装置工事及び排水設備工事の実施可能
事業者の拡大に伴う関係条例の整理に関する条例制定の件

令 和 年 月 日 令 和 年 月 日

議案第 　 ６号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第１号) 令 和 年 月 日

令和 年 月 日

議案第１０７号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第５号) 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

議案第　５１号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第２号) 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

令 和 年 月 日

令 和 年 月 日

議案第　９４号
芽室町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例制定の
件

令 和 年 月 日

議案第　９５号
芽室町下水道事業に地方公営企業の全部を適用することに伴
う関係条例の整備に関する条例制定の件

令 和 年 月 日

議案第　７１号 令和８年度芽室町下水道事業会計予算 令 和 年 月 日

(4) 行政官庁認可事項

議案第　９９号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第４号) 令 和 年 月 日 令 和 年 月 日

申請年月日 申請先

令和7年4月15日 北　海　道

備　　　　考同意年月日

令和7年10月3日

件　　　　　　　　　名

芽室町公共下水道建設事業起債申請

令和7年4月15日 北　海　道

令和7年11月24日 北　海　道

令和7年10月3日

令和8年3月23日

令和8年3月23日

芽室町個別排水処理施設整備事業起債申請

芽室町個別排水処理施設整備事業起債（二次）申請

芽室町大規模下水道管路特別重点調査事業起債（二次）申請

令和8年3月16日 北　海　道

令和7年11月20日 北　海　道

令和8年1月22日 北　海　道 令和8年3月23日

令和8年3月27日

芽室町個別排水処理施設整備事業起債（最終）申請

芽室町流域関連公共下水道事業計画（変更）に伴う協議
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整額 円と、過年度分損益勘定留保資金 円で補てんいたしました。

 
（２）経営指標に関する事項

令和７年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増と

なりました。一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は ％で、前年度比 ポイントの増と

なりました。なお、芽室町下水道事業会計は令和２年度から新会計として設立し、有形固定資産の減価償却を始めたことにより、

有形固定資産減価償却率が低い状況となっております。

公共下水道事業での経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。有形固定資産減価償却率は

％で、前年度比 ポイントの増となりました。経費回収率については ％で、前年度比 ポイントの増となりま

した。公共下水道使用料の収納率については、現年度分 ％で前年度比 ポイントの減、過年度分は ％で前年度比

ポイントの増となりました。

農業集落排水事業での経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。有形固定資産減価償却率は

％で、前年度比 ポイントの増となりました。経費回収率については ％で、前年度比 ポイントの増となりま

した。集落排水施設使用料の収納率については、現年度分 ％で前年度比 ポイントの減、過年度分は ％で前年

度比との増減はありません。

個別排水処理施設事業での経常収支比率は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。有形固定資産減価償却率

は ％で、前年度比 ポイントの増となりました。経費回収率については ％で、前年度比 ポイントの増とな

りました。個別排水処理施設使用料の収納率については、現年度分 ％で前年度比 ポイントの減、過年度分は ％

で前年度比 ポイントの減となりました。

以上が令和 年度における決算概要です。今後の人口減少や節水型社会の定着により、料金収入の拡大は見込めませんが、老

朽化した施設の更新や耐震化に適切に対応していく必要があることから、経営環境は厳しさを増しています。

こうした状況を踏まえ、将来にわたり「快適で安全安心な生活環境」の提供が可能となるよう、中長期的な経営の基本計画で

ある経営戦略を策定しており、引き続き経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組んでまいります。

備　考

議案第　６２号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第３号) 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

(3) 議会議決事項

議　案　番　号 件　　　　　　　　名 提　出　年　月　日 議　決　年　月　日

認定第　  ６号 令和６年度芽室町下水道事業会計決算認定の件 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

令 和 年 月 日

議案第　２５号
災害時等における給水装置工事及び排水設備工事の実施可能
事業者の拡大に伴う関係条例の整理に関する条例制定の件

令 和 年 月 日 令 和 年 月 日

議案第 　 ６号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第１号) 令 和 年 月 日

令和 年 月 日

議案第１０７号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第５号) 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

議案第　５１号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第２号) 令 和 年 月 日 令和 年 月 日

令 和 年 月 日

令 和 年 月 日

議案第　９４号
芽室町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例制定の
件

令 和 年 月 日

議案第　９５号
芽室町下水道事業に地方公営企業の全部を適用することに伴
う関係条例の整備に関する条例制定の件

令 和 年 月 日

議案第　７１号 令和８年度芽室町下水道事業会計予算 令 和 年 月 日

(4) 行政官庁認可事項

議案第　９９号 令和７年度芽室町下水道事業会計補正予算(第４号) 令 和 年 月 日 令 和 年 月 日

申請年月日 申請先

令和7年4月15日 北　海　道

備　　　　考同意年月日

令和7年10月3日

件　　　　　　　　　名

芽室町公共下水道建設事業起債申請

令和7年4月15日 北　海　道

令和7年11月24日 北　海　道

令和7年10月3日

令和8年3月23日

令和8年3月23日

芽室町個別排水処理施設整備事業起債申請

芽室町個別排水処理施設整備事業起債（二次）申請

芽室町大規模下水道管路特別重点調査事業起債（二次）申請

令和8年3月16日 北　海　道

令和7年11月20日 北　海　道

令和8年1月22日 北　海　道 令和8年3月23日

令和8年3月27日

芽室町個別排水処理施設整備事業起債（最終）申請

芽室町流域関連公共下水道事業計画（変更）に伴う協議

1
3

―
　

　
―



・該当事項なし

(5) 職員に関する事項

区　　　　　分 事　務　系 技　術　系 計 備　　　　　考

令和　７年　３月３１日現在 １　人 ２　人 ３　人

年度内増減数 ０　人 ０　人 ０　人

令和　８年　３月３１日現在 １　人 ２　人 ３　人

(6) 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

個別排水処理施設整備工事（その１） 5人槽1基、放流工L=3.0m 石﨑設備工業㈱

22　　工工　　事事　　等等
(1) 建設改良工事の概要（消費税込み)

竣工年月日 施　工　業　者

【合　計】

◎個別排水処理施設整備費

個別排水処理施設整備工事（その２） 5人槽1基、浸透工1式 ㈱宮間工業

個別排水処理施設整備工事（その３） 7人槽1基、放流工L=24.0m ㈱松山工業

個別排水処理施設整備工事（その４） 5人槽1基、放流工L=36.0m

【合　計】

工　事　等　名 施　工　内　容 工 事 費 （円) 着工年月日

◎公共下水道整備事業

第2汚水中継ポンプ場負荷設備等更新工事 コントロールセンタ一式、補助継電器盤一式 北海道富士電機㈱

公共桝新設工事（その１） D型汚水桝1基、取付管φ150 L=6.00m 石﨑設備工業㈱

公共桝新設工事（その２） D型汚水桝1基、取付管φ150 L=5.60m ㈱宮間工業

公共桝新設工事（その３） D型汚水桝1基、取付管φ150 L=0.50m 石﨑設備工業㈱

石﨑設備工業㈱

個別排水処理施設整備工事（その５） 5人槽1基、放流工L=25.0m ㈱松山工業

個別排水処理施設整備工事（その６） 5人槽1基、放流工L=3.0m ㈱松山工業

個別排水処理施設整備工事（その７） 5人槽1基、浸透工1式 石﨑設備工業㈱

個別排水処理施設更新工事 5人槽1基、浸透工1式 ㈱松山工業

数　量

１台

区　　分 規　格　等 購入金額（円） 納入年月日 取　得　先

管路点検用管口カメラ購入費  管診鏡PC ㈱水道アセットサービス

受　託　業　者

33　　業業　　　　務務

(1) 業　務　量

公共下水道事業 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) （％） 備　　　　考

　接　続　人　口　(人) △ 113

　有　収　率　(％) △ 0.53

農業集落排水事業 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) （％） 備　　　　考

　年 間 総 排 水 水 量(㎥)

　有　収　水　量　(㎥)

　接　続　人　口　(人) △ 5

　年 間 総 処 理 水 量(㎥)

　有　収　水　量　(㎥)

　有　収　率　(％) △ 4.12

個別排水処理事業 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) （％） 備　　　　考

　処　理　基　数　(基)

受　託　業　者

(2) 委託料（消費税込み)

委　託　業　務　名

㈱日水コン　北海道支所

【合　計】

ストックマネジメント改築実施設計委託

(一財)経済調査会　北海道支部

(3) 負担金（消費税込み)

負　担　金　名 負担金（円） 着工年月日 竣工年月日

委託料（円） 着工年月日 竣工年月日

価格調査委託

芽室町流域関連公共下水道再構築基本設計(耐震実施
計画)に係る技術的援助に関する協定

日本下水道事業団

(4) 機械器具費（消費税込み)

1
4

―
　

　
―



・該当事項なし

(5) 職員に関する事項

区　　　　　分 事　務　系 技　術　系 計 備　　　　　考

令和　７年　３月３１日現在 １　人 ２　人 ３　人

年度内増減数 ０　人 ０　人 ０　人

令和　８年　３月３１日現在 １　人 ２　人 ３　人

(6) 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

個別排水処理施設整備工事（その１） 5人槽1基、放流工L=3.0m 石﨑設備工業㈱

22　　工工　　事事　　等等
(1) 建設改良工事の概要（消費税込み)

竣工年月日 施　工　業　者

【合　計】

◎個別排水処理施設整備費

個別排水処理施設整備工事（その２） 5人槽1基、浸透工1式 ㈱宮間工業

個別排水処理施設整備工事（その３） 7人槽1基、放流工L=24.0m ㈱松山工業

個別排水処理施設整備工事（その４） 5人槽1基、放流工L=36.0m

【合　計】

工　事　等　名 施　工　内　容 工 事 費 （円) 着工年月日

◎公共下水道整備事業

第2汚水中継ポンプ場負荷設備等更新工事 コントロールセンタ一式、補助継電器盤一式 北海道富士電機㈱

公共桝新設工事（その１） D型汚水桝1基、取付管φ150 L=6.00m 石﨑設備工業㈱

公共桝新設工事（その２） D型汚水桝1基、取付管φ150 L=5.60m ㈱宮間工業

公共桝新設工事（その３） D型汚水桝1基、取付管φ150 L=0.50m 石﨑設備工業㈱

石﨑設備工業㈱

個別排水処理施設整備工事（その５） 5人槽1基、放流工L=25.0m ㈱松山工業

個別排水処理施設整備工事（その６） 5人槽1基、放流工L=3.0m ㈱松山工業

個別排水処理施設整備工事（その７） 5人槽1基、浸透工1式 石﨑設備工業㈱

個別排水処理施設更新工事 5人槽1基、浸透工1式 ㈱松山工業

数　量

１台

区　　分 規　格　等 購入金額（円） 納入年月日 取　得　先

管路点検用管口カメラ購入費  管診鏡PC ㈱水道アセットサービス

受　託　業　者

33　　業業　　　　務務

(1) 業　務　量

公共下水道事業 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) （％） 備　　　　考

　接　続　人　口　(人) △ 113

　有　収　率　(％) △ 0.53

農業集落排水事業 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) （％） 備　　　　考

　年 間 総 排 水 水 量(㎥)

　有　収　水　量　(㎥)

　接　続　人　口　(人) △ 5

　年 間 総 処 理 水 量(㎥)

　有　収　水　量　(㎥)

　有　収　率　(％) △ 4.12

個別排水処理事業 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) （％） 備　　　　考

　処　理　基　数　(基)

受　託　業　者

(2) 委託料（消費税込み)

委　託　業　務　名

㈱日水コン　北海道支所

【合　計】

ストックマネジメント改築実施設計委託

(一財)経済調査会　北海道支部

(3) 負担金（消費税込み)

負　担　金　名 負担金（円） 着工年月日 竣工年月日

委託料（円） 着工年月日 竣工年月日

価格調査委託

芽室町流域関連公共下水道再構築基本設計(耐震実施
計画)に係る技術的援助に関する協定

日本下水道事業団

(4) 機械器具費（消費税込み)

1
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(2) 事業収入に関する事項(消費税込み) （単位:円、％)

項　　　　　目 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) 備　　　　考

　下　水　道　事　業　収　益

　　　営　業　収　益

　　　営　業　外　収　益

(3) 事業費用に関する事項(消費税込み) （単位:円、％)

項　　　　　目 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) 備　　　　考

　下　水　道　事　業　費　用

　　　営　業　費　用

　　　営　業　外　費　用 △ 7,925,733

(4) その他主要な事項

　　・該当事項なし

種 類 目的物 備　考

土 地 支線 2本

44　　会会　　　　計計

(1) 重要契約の要旨

ア．事業財産貸付許可物件

貸　付　者 貸　付　目　的 所　　在　　地 貸　付　期　間 貸付料金(円)

北海道電力ネットワーク㈱ 電柱等設置用地
東11条10丁目1番地32地先
西4条9丁目7番1

R7. 4. 1～R8. 3.31

イ．事業用地借上物件

土地所有者 借上目的 所　　在　　地 地目・面積 借　　上　　期　　間 借　上　料（円）

上芽室・芽室　168k560m 　鉄道用地       14㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  年額　　　3,900

芽室・大成　　169k685m 　　〃　　       64㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　 15,500

　　〃　　　　169k910m 〃　　       19㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　3,900

大成・西帯広  171k496m 　　〃　　    64.68㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　3,000

　　〃　　　　172k385m 　　〃　　        6㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　3,000

日本貨物鉄道株式会社 下水管埋施設用地 芽室～西帯広間172k385m 　　〃　　      3.7㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　5,700

ウ．業務の委託(消費税込み)

業　　務　　名 委　　託　　先 委　託　期　間 委　　託　　料（円） 備　考

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ
都市開発株式会社

下水管埋施設用地

芽室町下水道施設維持管理委託 ㈱データベース R7. 4. 1～R8. 3.31

1
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(2) 事業収入に関する事項(消費税込み) （単位:円、％)

項　　　　　目 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) 備　　　　考

　下　水　道　事　業　収　益

　　　営　業　収　益

　　　営　業　外　収　益

(3) 事業費用に関する事項(消費税込み) （単位:円、％)

項　　　　　目 令和７年度(A) 令和６年度(B) 増△減(A)-(B) 比率(A)／(B) 備　　　　考

　下　水　道　事　業　費　用

　　　営　業　費　用

　　　営　業　外　費　用 △ 7,925,733

(4) その他主要な事項

　　・該当事項なし

種 類 目的物 備　考

土 地 支線 2本

44　　会会　　　　計計

(1) 重要契約の要旨

ア．事業財産貸付許可物件

貸　付　者 貸　付　目　的 所　　在　　地 貸　付　期　間 貸付料金(円)

北海道電力ネットワーク㈱ 電柱等設置用地
東11条10丁目1番地32地先
西4条9丁目7番1

R7. 4. 1～R8. 3.31

イ．事業用地借上物件

土地所有者 借上目的 所　　在　　地 地目・面積 借　　上　　期　　間 借　上　料（円）

上芽室・芽室　168k560m 　鉄道用地       14㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  年額　　　3,900

芽室・大成　　169k685m 　　〃　　       64㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　 15,500

　　〃　　　　169k910m 〃　　       19㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　3,900

大成・西帯広  171k496m 　　〃　　    64.68㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　3,000

　　〃　　　　172k385m 　　〃　　        6㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　3,000

日本貨物鉄道株式会社 下水管埋施設用地 芽室～西帯広間172k385m 　　〃　　      3.7㎡ R7. 4. 1～R8. 3.31  〃　　　　5,700

ウ．業務の委託(消費税込み)

業　　務　　名 委　　託　　先 委　託　期　間 委　　託　　料（円） 備　考

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ
都市開発株式会社

下水管埋施設用地

芽室町下水道施設維持管理委託 ㈱データベース R7. 4. 1～R8. 3.31

1
7

―
　

　
―



 公 共 下 水 道 事 業

 農 業 集 落 排 水 事 業

 個 別 排 水 処 理 施 設 事 業

借　　　　入　　　　先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 支払利息

財 務 省 財 政 融 資 資 金

簡 易 生 命 保 険

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

北 海 道 銀 行

帯 広 信 用 金 庫

計

(単位 : 円)

借　　　　入　　　　先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 支払利息

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

計

(単位 : 円)

借　　　　入　　　　先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 支払利息

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

計

(3)　議会の議決を経なければ流用できない経費の決算 (単位 : 円)

区　　　　　　　　分 当初予算額 補正予算額 合　　　計 決　算　額 不　用　額

損　益　勘　定 職員給与費

(単位 : 円)

(2)　企業債及び一時借入金の概要

ア．企　業　債

円

内訳 特定収入 円 （管渠費中の課税支出）

非特定収入 円 （減価償却費分）

円

内訳 特定収入 円

非特定収入 円 （減価償却費、総係費中の人件費等の不課税支出）

円

内訳 特定収入 円 （流域下水道維持管理費負担金等の課税支出）

非特定収入 円 （減価償却費、流域下水道維持管理費負担金のうち不課税支出、

　企業債利息分）

円

内訳 特定収入 円 （公共下水道整備費の工事請負費等の課税支出）

非特定収入 円

円

内訳 特定収入 円 （個別排水処理施設整備費の工事請負費等の課税支出）

非特定収入 円

円

内訳 特定収入 円 （流域下水道維持管理費負担金等の課税支出）

非特定収入 円

(4)　その他経理に関する重要事項

資産の譲渡等の対価以外の収入の使途について

ア．営業収益（他会計負担金）

イ．営業外収益（他会計補助金）

ウ．営業外収益（他会計負担金）

エ．資本的収入(受益者負担金)

オ．資本的収入(受益者分担金)

カ．資本的収入(汚水処理配分金)

1
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 公 共 下 水 道 事 業

 農 業 集 落 排 水 事 業

 個 別 排 水 処 理 施 設 事 業

借　　　　入　　　　先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 支払利息

財 務 省 財 政 融 資 資 金

簡 易 生 命 保 険

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

北 海 道 銀 行

帯 広 信 用 金 庫

計

(単位 : 円)

借　　　　入　　　　先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 支払利息

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

計

(単位 : 円)

借　　　　入　　　　先 前年度末残高 本年度借入額 本年度償還額 本年度末残高 支払利息

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

計

(3)　議会の議決を経なければ流用できない経費の決算 (単位 : 円)

区　　　　　　　　分 当初予算額 補正予算額 合　　　計 決　算　額 不　用　額

損　益　勘　定 職員給与費

(単位 : 円)

(2)　企業債及び一時借入金の概要

ア．企　業　債

円

内訳 特定収入 円 （管渠費中の課税支出）

非特定収入 円 （減価償却費分）

円

内訳 特定収入 円

非特定収入 円 （減価償却費、総係費中の人件費等の不課税支出）

円

内訳 特定収入 円 （流域下水道維持管理費負担金等の課税支出）

非特定収入 円 （減価償却費、流域下水道維持管理費負担金のうち不課税支出、

　企業債利息分）

円

内訳 特定収入 円 （公共下水道整備費の工事請負費等の課税支出）

非特定収入 円

円

内訳 特定収入 円 （個別排水処理施設整備費の工事請負費等の課税支出）

非特定収入 円

円

内訳 特定収入 円 （流域下水道維持管理費負担金等の課税支出）

非特定収入 円

(4)　その他経理に関する重要事項

資産の譲渡等の対価以外の収入の使途について

ア．営業収益（他会計負担金）

イ．営業外収益（他会計補助金）

ウ．営業外収益（他会計負担金）

エ．資本的収入(受益者負担金)

オ．資本的収入(受益者分担金)

カ．資本的収入(汚水処理配分金)

1
9

―
　

　
―



円
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益
減価償却費
固定資産除却費
引当金の増減額
長期前受金戻入額
支払利息
未収金の増減額
未払金の増減額
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額
　資金期首残高
　資金期末残高

令和７年度芽室町下水道事業キャッシュ・フロー計算書(間接法)
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(単位：円)

下水道事業収益 消費税込み

営業収益

使用料

公共下水道使用料 公共下水道使用料

集落排水施設使用 集落排水施設使用料

料

個別排水処理施設 個別排水処理施設使用料

使用料

他会計負担金

他会計負担金 他会計負担金（公共下水道）

その他営業収益

手数料 排水設備工事検査手数料

営業外収益

他会計補助金

他会計補助金 他会計補助金（公共下水道・集落排水・個別排水）

他会計負担金

他会計負担金 他会計負担金（公共下水道・集落排水・個別排水）

令令和和７７年年度度芽芽室室町町下下水水道道事事業業会会計計決決算算明明細細書書

収　　入 収益的収入及び支出

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

2
0

―
　

　
―



円
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益
減価償却費
固定資産除却費
引当金の増減額
長期前受金戻入額
支払利息
未収金の増減額
未払金の増減額
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
無形固定資産の取得による支出
国庫補助金等による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額
　資金期首残高
　資金期末残高

令和７年度芽室町下水道事業キャッシュ・フロー計算書(間接法)
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(単位：円)

下水道事業収益 消費税込み

営業収益

使用料

公共下水道使用料 公共下水道使用料

集落排水施設使用 集落排水施設使用料

料

個別排水処理施設 個別排水処理施設使用料

使用料

他会計負担金

他会計負担金 他会計負担金（公共下水道）

その他営業収益

手数料 排水設備工事検査手数料

営業外収益

他会計補助金

他会計補助金 他会計補助金（公共下水道・集落排水・個別排水）

他会計負担金

他会計負担金 他会計負担金（公共下水道・集落排水・個別排水）

令令和和７７年年度度芽芽室室町町下下水水道道事事業業会会計計決決算算明明細細書書

収　　入 収益的収入及び支出

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

2
1
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―



(単位：円)

国庫補助金
国庫補助金 社会資本整備総合交付金ほか

長期前受金戻入

長期前受金戻入 長期前受金戻入

雑収益

財産貸付収入 下水道用地使用料

不用品売払収益 不用品売払収益

収益的収入合計

目 節 金　額 備　　　　考款 項

(単位：円)

下水道事業費用

営業費用

管渠費

通信運搬費 下水道地図情報システム使用料

委託料 管渠清掃委託料、ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾒﾗ調査診断委託料ほか

賃借料 重機借上料、雨汚水幹線借地料

修繕費 修繕費

材料費 公共桝等購入費

工事請負費 管渠止水工事、人孔蓋修繕工事ほか

ポンプ場費

備消耗品費 ポンプ場用消耗品、アンチウィルスソフト購入費

光熱水費 水道料

通信運搬費 ポンプ場電話料、下水道施設専用通信回線料ほか

委託料 施設管理委託料、電気保守点検委託料ほか

支　　出

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

2
2

―
　

　
―



(単位：円)

国庫補助金
国庫補助金 社会資本整備総合交付金ほか

長期前受金戻入

長期前受金戻入 長期前受金戻入

雑収益

財産貸付収入 下水道用地使用料

不用品売払収益 不用品売払収益

収益的収入合計

目 節 金　額 備　　　　考款 項

(単位：円)

下水道事業費用

営業費用

管渠費

通信運搬費 下水道地図情報システム使用料

委託料 管渠清掃委託料、ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾒﾗ調査診断委託料ほか

賃借料 重機借上料、雨汚水幹線借地料

修繕費 修繕費

材料費 公共桝等購入費

工事請負費 管渠止水工事、人孔蓋修繕工事ほか

ポンプ場費

備消耗品費 ポンプ場用消耗品、アンチウィルスソフト購入費

光熱水費 水道料

通信運搬費 ポンプ場電話料、下水道施設専用通信回線料ほか

委託料 施設管理委託料、電気保守点検委託料ほか

支　　出

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

2
3
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―



(単位：円)

手数料 ポンプ場し渣処分手数料

修繕費 修繕費

動力費 ポンプ場動力電気料

保険料 建物災害保険料

集落排水施設費

旅費 職員旅費

備消耗品費 集落排水施設用消耗品、参考図書

光熱水費 簡易水道料

通信運搬費 集落排水施設電話料

委託料 施設管理委託料、電気保守点検委託料ほか

手数料 水質検査手数料、汚泥汲取手数料ほか

修繕費 修繕費

動力費 集落排水施設動力電気料

保険料 建物災害保険料

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

(単位：円)

個別排水処理施設

費

委託料 浄化槽保守点検委託料

手数料 合併処理浄化槽検査手数料

修繕費 修繕費

十勝川浄化センター負担金

業務費

通信運搬費 郵便料

手数料 自動振替手数料、振込取扱手数料ほか

賃借料 データセンターサービス使用料

負担金・補助金及 下水道使用料収納業務負担金

び交付金

目 節

流域下水道事業負
担金

金　額 備　　　　考

流域下水道事業負
担金

款 項

2
4

―
　

　
―



(単位：円)

手数料 ポンプ場し渣処分手数料

修繕費 修繕費

動力費 ポンプ場動力電気料

保険料 建物災害保険料

集落排水施設費

旅費 職員旅費

備消耗品費 集落排水施設用消耗品、参考図書

光熱水費 簡易水道料

通信運搬費 集落排水施設電話料

委託料 施設管理委託料、電気保守点検委託料ほか

手数料 水質検査手数料、汚泥汲取手数料ほか

修繕費 修繕費

動力費 集落排水施設動力電気料

保険料 建物災害保険料

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

(単位：円)

個別排水処理施設

費

委託料 浄化槽保守点検委託料

手数料 合併処理浄化槽検査手数料

修繕費 修繕費

十勝川浄化センター負担金

業務費

通信運搬費 郵便料

手数料 自動振替手数料、振込取扱手数料ほか

賃借料 データセンターサービス使用料

負担金・補助金及 下水道使用料収納業務負担金

び交付金

目 節

流域下水道事業負
担金

金　額 備　　　　考

流域下水道事業負
担金

款 項

2
5

―
　

　
―



(単位：円)

総係費

給料 正職員給料

手当 手当

賞与等引当金繰入 賞与等引当金繰入額

額

法定福利費 正職員共済費

旅費 職員旅費

備消耗品費 参考図書、車両用消耗品、携帯電話購入費ほか

燃料費 車両用燃料等

印刷製本費 予算・決算書

通信運搬費 携帯電話料

委託料 内水浸水想定区域調査委託、全部適用移行支援委託ほか

修繕費 車両修繕費

保険料 自動車保険料、自賠責保険料

負担金・補助金及 下水道協会負担金ほか

び交付金

公課費 車両重量税

貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

(単位：円)

減価償却費

有形固定資産減価 建物減価償却費ほか

償却費

無形固定資産減価 施設利用権減価償却費

償却費

資産減耗費

固定資産除却費 固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び企業

債取扱諸費

企業債利息 企業債利息償還金（公共下水道・集落排水・個別排水）

雑支出

消費税及び地方消 消費税及び地方消費税

費税

その他雑支出 その他雑支出

収益的支出合計

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

2
6
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―



(単位：円)

総係費

給料 正職員給料

手当 手当

賞与等引当金繰入 賞与等引当金繰入額

額

法定福利費 正職員共済費

旅費 職員旅費

備消耗品費 参考図書、車両用消耗品、携帯電話購入費ほか

燃料費 車両用燃料等

印刷製本費 予算・決算書

通信運搬費 携帯電話料

委託料 内水浸水想定区域調査委託、全部適用移行支援委託ほか

修繕費 車両修繕費

保険料 自動車保険料、自賠責保険料

負担金・補助金及 下水道協会負担金ほか

び交付金

公課費 車両重量税

貸倒引当金繰入額 貸倒引当金繰入額

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

(単位：円)

減価償却費

有形固定資産減価 建物減価償却費ほか

償却費

無形固定資産減価 施設利用権減価償却費

償却費

資産減耗費

固定資産除却費 固定資産除却費

営業外費用

支払利息及び企業

債取扱諸費

企業債利息 企業債利息償還金（公共下水道・集落排水・個別排水）

雑支出

消費税及び地方消 消費税及び地方消費税

費税

その他雑支出 その他雑支出

収益的支出合計

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

2
7

―
　

　
―



(単位：円)

資本的収入

企業債

企業債

補助事業分公共下 補助事業分公共下水道事業債

水道事業債

流域下水道事業債 流域下水道事業債

流域下水道事業債（R6繰越）

個別排水処理施設 個別排水処理施設整備事業債

整備事業債

出資金

他会計出資金

他会計出資金 他会計出資金（公共下水道）

（公共下水道）

補助金

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

節 金　額 備　　　　考

収　　入 資本的収入及び支出

款 項 目

(単位：円)

受益者負担金

受益者負担金

受益者負担金 受益者負担金

受益者分担金

受益者分担金

受益者分担金 受益者分担金

その他資本的収入

その他資本的収入

その他資本的収入 汚水処理共同施設配分金（事業費）

汚水処理共同施設配分金（事業費）（R6繰越）

当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

目 節 金　額 備　　　　考款 項

2
8

―
　

　
―



(単位：円)

資本的収入

企業債

企業債

補助事業分公共下 補助事業分公共下水道事業債

水道事業債

流域下水道事業債 流域下水道事業債

流域下水道事業債（R6繰越）

個別排水処理施設 個別排水処理施設整備事業債

整備事業債

出資金

他会計出資金

他会計出資金 他会計出資金（公共下水道）

（公共下水道）

補助金

国庫補助金

国庫補助金 社会資本整備総合交付金

節 金　額 備　　　　考

収　　入 資本的収入及び支出

款 項 目

(単位：円)

受益者負担金

受益者負担金

受益者負担金 受益者負担金

受益者分担金

受益者分担金

受益者分担金 受益者分担金

その他資本的収入

その他資本的収入

その他資本的収入 汚水処理共同施設配分金（事業費）

汚水処理共同施設配分金（事業費）（R6繰越）

当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

目 節 金　額 備　　　　考款 項

2
9

―
　

　
―



(単位：円)

資本的支出

建設改良費

公共下水道整備費

旅費 職員旅費

備消耗品費 事務用消耗品

委託料 ストックマネジメント改築実施設計委託

工事請負費 公共桝新設工事、ポンプ場施設負荷設備等更新工事

負担金・補助金及 積算システム負担金、下水道事業団委託協定負担金

び交付金

機械器具費 管路点検用管口カメラ購入費

個別排水処理施設
整備費

工事請負費 個別排水処理施設整備工事

流域下水道事業負

担金

流域下水道事業負 流域下水道事業負担金

担金

流域下水道事業負担金（R6繰越）

項 目 節 金　額 備　　　　考

支　　出

款

(単位：円)

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金 企業債償還金（公共下水道）

（公共下水道）

企業債償還金 企業債償還金（集落排水）

（集落排水）

企業債償還金 企業債償還金（個別排水）

（個別排水）

資本的支出合計

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

3
0

―
　

　
―



(単位：円)

資本的支出

建設改良費

公共下水道整備費

旅費 職員旅費

備消耗品費 事務用消耗品

委託料 ストックマネジメント改築実施設計委託

工事請負費 公共桝新設工事、ポンプ場施設負荷設備等更新工事

負担金・補助金及 積算システム負担金、下水道事業団委託協定負担金

び交付金

機械器具費 管路点検用管口カメラ購入費

個別排水処理施設
整備費

工事請負費 個別排水処理施設整備工事

流域下水道事業負

担金

流域下水道事業負 流域下水道事業負担金

担金

流域下水道事業負担金（R6繰越）

項 目 節 金　額 備　　　　考

支　　出

款

(単位：円)

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金 企業債償還金（公共下水道）

（公共下水道）

企業債償還金 企業債償還金（集落排水）

（集落排水）

企業債償還金 企業債償還金（個別排水）

（個別排水）

資本的支出合計

款 項 目 節 金　額 備　　　　考

3
1

―
　

　
―



有形固定資産 (単位：円)

当 年 度 年 度 末 年　度　末

資 産 区 分 増 加 額 現 在 高 年度当初 当　年　度 年度末累計額 償却未済額

Ｂ Ｄ(A+B-C) 累計額Ｅ 償却額Ｆ Ｈ(E+F-G) Ｉ(D-H)

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び

装 置

車 両 及 び

運 搬 具

工 具 器 具

及 び 備 品

建設仮勘定

計

無形固定資産

当 年 度 当年度 年 度 末
資 産 区 分 増 加 額 減価償却高 現 在 高

Ｂ Ｄ Ｅ(A+B-C-D)

施設利用権

固　定　資　産　明　細　書
令　和　7　年　度

年度当初 当 年 度 減　価　償　却　累　計　額

現 在 高 減 少 額 当　年　度

Ａ Ｃ 減少額Ｇ

年度当初 当 年 度
現 在 高 減 少 額

Ａ Ｃ

（（１１））土土地地のの内内訳訳

地目 地目

宅地 雑種地

原野 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 原野

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 宅地

原野 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

宅地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 宅地

雑種地

雑種地

（（２２））建建物物のの内内訳訳

建築年 面　積

昭和55年

昭和57年

平成14年

令和 2年上美生3線30 上美生集落排水処理場 鉄筋コンクリート

東12条10丁目１ 第1汚水中継ポンプ場 鉄筋コンクリート

西4条9丁目７ 第2汚水中継ポンプ場 鉄筋コンクリート

西11条7丁目１ 西工雨水ポンプ場 鉄筋コンクリート

計 合計

（単位：㎡）

地　　番 名　　称 構　　造

芽室北1線2の13 雨水管用地

東芽室基線32の19 雨水管用地 計

芽室北1線2の8 雨水管用地 東芽室南1線33の18 雨水管用地

芽室北1線2の10 雨水管用地 上美生3線30の4 上美生集落排水処理場用地

東10条9丁目5の6 雨水管用地 東芽室南1線33の16 雨水管用地

芽室南2線26の９ 雨水管用地 東芽室南1線33の17 雨水管用地

東12条10丁目1の18 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線36の19 雨水管用地

東10条9丁目3の9 雨水管用地 東芽室北1線39の1 雨水管用地

東12条10丁目1の8 雨水管用地 東芽室基線36の17 雨水管用地

東12条10丁目1の11 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線36の18 雨水管用地

東11条10丁目1の30 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線34の13 雨水管用地

東11条10丁目1の32 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線34の14 雨水管用地

東10条10丁目1の42 雨水管用地 東芽室基線32の23 雨水管用地

東11条9丁目2の1 雨水管用地 東芽室基線34の12 雨水管用地

西4条南1丁目1の1 雨水管用地 東芽室基線32の21 雨水管用地

西9条9丁目1の4 雨水管用地 東芽室基線32の22 雨水管用地

（単位：㎡）

地番 面積 備考 地番 面積 備考

西4条9丁目7の1 第2汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線32の20 雨水管用地

3
2

―
　

　
―



有形固定資産 (単位：円)

当 年 度 年 度 末 年　度　末

資 産 区 分 増 加 額 現 在 高 年度当初 当　年　度 年度末累計額 償却未済額

Ｂ Ｄ(A+B-C) 累計額Ｅ 償却額Ｆ Ｈ(E+F-G) Ｉ(D-H)

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び

装 置

車 両 及 び

運 搬 具

工 具 器 具

及 び 備 品

建設仮勘定

計

無形固定資産

当 年 度 当年度 年 度 末
資 産 区 分 増 加 額 減価償却高 現 在 高

Ｂ Ｄ Ｅ(A+B-C-D)

施設利用権

固　定　資　産　明　細　書
令　和　7　年　度

年度当初 当 年 度 減　価　償　却　累　計　額

現 在 高 減 少 額 当　年　度

Ａ Ｃ 減少額Ｇ

年度当初 当 年 度
現 在 高 減 少 額

Ａ Ｃ

（（１１））土土地地のの内内訳訳

地目 地目

宅地 雑種地

原野 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 原野

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 宅地

原野 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 雑種地

宅地 雑種地

雑種地 雑種地

雑種地 宅地

雑種地

雑種地

（（２２））建建物物のの内内訳訳

建築年 面　積

昭和55年

昭和57年

平成14年

令和 2年上美生3線30 上美生集落排水処理場 鉄筋コンクリート

東12条10丁目１ 第1汚水中継ポンプ場 鉄筋コンクリート

西4条9丁目７ 第2汚水中継ポンプ場 鉄筋コンクリート

西11条7丁目１ 西工雨水ポンプ場 鉄筋コンクリート

計 合計

（単位：㎡）

地　　番 名　　称 構　　造

芽室北1線2の13 雨水管用地

東芽室基線32の19 雨水管用地 計

芽室北1線2の8 雨水管用地 東芽室南1線33の18 雨水管用地

芽室北1線2の10 雨水管用地 上美生3線30の4 上美生集落排水処理場用地

東10条9丁目5の6 雨水管用地 東芽室南1線33の16 雨水管用地

芽室南2線26の９ 雨水管用地 東芽室南1線33の17 雨水管用地

東12条10丁目1の18 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線36の19 雨水管用地

東10条9丁目3の9 雨水管用地 東芽室北1線39の1 雨水管用地

東12条10丁目1の8 雨水管用地 東芽室基線36の17 雨水管用地

東12条10丁目1の11 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線36の18 雨水管用地

東11条10丁目1の30 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線34の13 雨水管用地

東11条10丁目1の32 第1汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線34の14 雨水管用地

東10条10丁目1の42 雨水管用地 東芽室基線32の23 雨水管用地

東11条9丁目2の1 雨水管用地 東芽室基線34の12 雨水管用地

西4条南1丁目1の1 雨水管用地 東芽室基線32の21 雨水管用地

西9条9丁目1の4 雨水管用地 東芽室基線32の22 雨水管用地

（単位：㎡）

地番 面積 備考 地番 面積 備考

西4条9丁目7の1 第2汚水中継ポンプ場用地 東芽室基線32の20 雨水管用地

3
3

―
　

　
―



（（３３））構構築築物物のの内内訳訳

公公共共下下水水道道汚汚水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長110099885544..7722mm))

φ100 L=   174.15m　　・　　φ150　L=1894.21m　　・　　φ200　L=33423.77m

φ250 L=65047.28m　　・　　φ300　L=1381.07m　　・　　φ350　L=2485.92m

φ400 L=   285.62m　　・　　φ500　L=  259.86m　　・　　φ600　L=1209.92m

φ800 L=  3142.65m　　・ 　φ900　L=  550.27m　　　計　L=109854.72m

公公共共下下水水道道雨雨水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長4444001111..1111mm))

φ250 L=   396.54m　　・　　φ300　L= 664.06m　　・　　φ350　L= 699.70m

φ400 L=  992.47m　　・　　φ450　L=2654.04m　　・　　φ500　L=2335.31m

φ600 L=3804.39m　　・　　φ700　L=5092.49m　　・　　φ800　L=3925.32m

φ900 L=4056.56m　　・　　φ1000　L=2057.30m　　・　　φ1100　L=3131.20m

φ1200 L=2789.92m　　・　φ1350　L=3108.15m　　・　　φ1500　L=3290.10m

φ1650 L=1181.65m　　・　φ1800　L=1046.29m　　・　　φ2000　L=1008.42m

φ2400 L= 212.58m　　・　□900*900　L=19.52m　　・　 □900*1100　L=58.30m

□900*1400 L=148.85m　・　□900*1500　L=37.59m　・ □1000*1100　L=275.93m

□1000*1200 L=19.31m　・　□1100*1100　L=25.78m　・ □1100*1500　L=11.73m

□1200*1500 L=15.90m　・　□1600*2000　L=13.55m　・ □2200*2200　L=599.73m

□1400*1400 L=20.26m　・　□1200*1200　L=17.25m　・ □1500*2000　L=300.92m

計　L=44011.11ｍ

公公共共下下水水道道そそのの他他施施設設

汚水マンホール　2707基　　・　　雨水マンホール　750基

公共汚水桝　7169基　　・　　雨水桝　290基

集集落落排排水水汚汚水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長33227733..4444mm))

φ150 L=   137.95m　　・　　φ200　L=　341.29m　　・　　φ250　L=2794.20m

計　L=3273.44m

集集落落排排水水雨雨水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長11116622..8800mm))

φ600 L=   210.18m　　・　　φ700　L=　202.54m　　・　　φ800　L=　381.06m

φ900 L=   369.02m　　計　L=1162.80ｍ

集集落落排排水水そそのの他他施施設設

汚水マンホール　89基　　・　　雨水マンホール　25基

公共汚水桝　123基　　・　　雨水桝　6基

個個別別合合併併処処理理浄浄化化槽槽

浄化槽（5人槽～10人槽）　790基

東部2号排水樋門 鉄筋コンクリート 東部第2   43.2ha

東部3号排水樋門 鉄筋コンクリート 東部第3  212.1ha

汚水中継
ポンプ施設

鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

雨水
ポンプ施設

鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

汚水処理施設

雨水吐口施設

大成樋門 鉄筋コンクリート 錦町第2   92.3ha

西園樋門 鉄筋コンクリート 錦町第3   29.0ha

東部1号排水樋門 鉄筋コンクリート 東部第1   54.5ha

西工第1樋門 鉄筋コンクリート 緑町第9   22.5ha

西工第2樋門 鉄筋コンクリート 緑町第10 10.4ha

南町樋門 鉄筋コンクリート 錦町第1   17.3ha

西コミセン樋門 鉄筋コンクリート 緑町第6    8.7ha

緑町第7樋門 鉄筋コンクリート 緑町第7   15.9ha

元町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第8   19.9ha

緑町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第2   18.3ha

ピウカ樋管 HPφ1000 緑町第3   12.5ha

睦町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第5    7.6ha

美生樋門 鉄筋コンクリート 中央第2　 35.3ha

ピウカ樋管 中央第3　 17.8ha

泉町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第1   22.8ha

汚泥貯留槽　　　12.46㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

場内フェンス　　　　 95ｍ ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ　H=1200

弥生排水樋門 鉄筋コンクリート 中央第1　151.7ha

担体ろ過層　 　    5.34㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

消毒槽　　　　　  　1.92㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

汚泥濃縮貯留槽  8.07㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

流量調整槽　  　 27.38㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

夾雑物除去槽  　  7.25㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

担体流動層　   　14.51㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

幅1.5ｍ×長5.0ｍ

沈砂池　2池

幅1.0ｍ×長2.5ｍ

ポンプ池　１池

幅3.0ｍ×長5.1ｍ

吐出池　１池

幅3.4ｍ×長3.3ｍ

原水ポンプ槽　  　2.58㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

区　分 内　　容 構　　造 備　　考 区　分 内　　容 構　　造 備　　考

沈砂池　2池

（（４４））機機械械装装置置のの内内訳訳

《《第第11汚汚水水中中継継ポポンンププ場場》》

富士電機㈱汚水ポンプ流量計 1組 富士電機㈱ エアコン 壁掛型　7.1kw 2台

富士電機㈱

排気ファン 1台 富士電機㈱ 補助継電器盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱

給気ファン 1台 富士電機㈱ コントロールセンタ盤 屋内自立型 1面

富士電機㈱

燃料タンク ４５０L 1台 富士電機㈱ 雨量・湿度計（監視盤内） 1面 富士電機㈱

非常用発電機 スイッチボード 1基 富士電機㈱ 沈砂池室脱臭ファン盤 屋内壁掛型 1面

富士電機㈱

SQC装置（テレメータ盤内） 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 沈砂池室排気ファン盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱

直流電源装置盤 屋内自立型 1面 日本電池㈱ 沈砂搬出機盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

テレメータ盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 監視盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱

排気ファン 軸流ファン 1基 ㈱テラルキョクトウ スクリーン脱水機盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

脱臭ファン 片吸込シロッコファン 1基 セイコー化工機㈱ 揚砂ポンプ盤 屋内スタンド型 1面 富士電機㈱

粗目スクリーンかす搬出機用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 汚水ポンプ盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

沈砂池流入ゲート 鋳鉄製角形外ねじ式 2基 ㈱栗本鉄工所 沈砂池流入ゲート盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱

圧力給水装置 圧力タンク式自動給水装置 1基 ㈱日立製作所 細目スクリーン自動除塵機盤 屋内スタンド型 1面

JFEｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ㈱

粗目スクリーン 手かき式バースクリーン 2基 アタカ大機㈱ ポンプ動力盤 屋外自立型 1面 富士電機㈱

沈砂スクリーンかす搬出用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 マンホールポンプ井水位計 1組

日新電機㈱

汚水ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 SQC装置（監視盤内） 屋内自立型 1面 富士電機㈱

揚砂ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 照明変圧器盤 屋内自立型 1面

三菱電機㈱

汚水ポンプ用吐出電動弁 電動偏心構造弁 3基 ㈱栗本鉄工所 動力変圧器盤 屋内自立型 1面 光商工㈱

汚水ポンプ 脱着式水中汚水ポンプ 3基 新明和工業㈱ 引込受電盤 屋内自立型 1面

富士電機㈱

沈砂搬出機 スクリューコンベヤ 1基 アタカ大機㈱ 柱上気中開閉器 SOG制御装置 1基 三菱電機㈱

沈砂分離装置 液体サイクロン 1基 大機エンジニアリング㈱ 雨量計 1台

富士電機㈱

揚砂ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 2基 新明和工業㈱ 処理室湿度計 1組 富士電機㈱

スクリーンかす脱水機 搬送管付スクリュープレス 1基 前澤工業㈱ 処理室温度計 1組

富士電機㈱

スクリーンかす搬出機 無軸式スクリューコンベヤ 1基 巴工業㈱ 流入水温計 1組 富士電機㈱

細目スクリーン自動除塵機 前面かき上げ形除塵機 2基 豊平製鋼㈱ 屋外温度計 1組

メーカー名

マンホールポンプ 脱着式吸込スクリュー付水中汚水ポンプ 2基 新明和工業㈱ 汚水ポンプ井水位計 2組 富士電機㈱

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度
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（（３３））構構築築物物のの内内訳訳

公公共共下下水水道道汚汚水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長110099885544..7722mm))

φ100 L=   174.15m　　・　　φ150　L=1894.21m　　・　　φ200　L=33423.77m

φ250 L=65047.28m　　・　　φ300　L=1381.07m　　・　　φ350　L=2485.92m

φ400 L=   285.62m　　・　　φ500　L=  259.86m　　・　　φ600　L=1209.92m

φ800 L=  3142.65m　　・ 　φ900　L=  550.27m　　　計　L=109854.72m

公公共共下下水水道道雨雨水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長4444001111..1111mm))

φ250 L=   396.54m　　・　　φ300　L= 664.06m　　・　　φ350　L= 699.70m

φ400 L=  992.47m　　・　　φ450　L=2654.04m　　・　　φ500　L=2335.31m

φ600 L=3804.39m　　・　　φ700　L=5092.49m　　・　　φ800　L=3925.32m

φ900 L=4056.56m　　・　　φ1000　L=2057.30m　　・　　φ1100　L=3131.20m

φ1200 L=2789.92m　　・　φ1350　L=3108.15m　　・　　φ1500　L=3290.10m

φ1650 L=1181.65m　　・　φ1800　L=1046.29m　　・　　φ2000　L=1008.42m

φ2400 L= 212.58m　　・　□900*900　L=19.52m　　・　 □900*1100　L=58.30m

□900*1400 L=148.85m　・　□900*1500　L=37.59m　・ □1000*1100　L=275.93m

□1000*1200 L=19.31m　・　□1100*1100　L=25.78m　・ □1100*1500　L=11.73m

□1200*1500 L=15.90m　・　□1600*2000　L=13.55m　・ □2200*2200　L=599.73m

□1400*1400 L=20.26m　・　□1200*1200　L=17.25m　・ □1500*2000　L=300.92m

計　L=44011.11ｍ

公公共共下下水水道道そそのの他他施施設設

汚水マンホール　2707基　　・　　雨水マンホール　750基

公共汚水桝　7169基　　・　　雨水桝　290基

集集落落排排水水汚汚水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長33227733..4444mm))

φ150 L=   137.95m　　・　　φ200　L=　341.29m　　・　　φ250　L=2794.20m

計　L=3273.44m

集集落落排排水水雨雨水水管管渠渠施施設設（（遠遠心心力力鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト管管ほほかか　　総総延延長長11116622..8800mm))

φ600 L=   210.18m　　・　　φ700　L=　202.54m　　・　　φ800　L=　381.06m

φ900 L=   369.02m　　計　L=1162.80ｍ

集集落落排排水水そそのの他他施施設設

汚水マンホール　89基　　・　　雨水マンホール　25基

公共汚水桝　123基　　・　　雨水桝　6基

個個別別合合併併処処理理浄浄化化槽槽

浄化槽（5人槽～10人槽）　790基

東部2号排水樋門 鉄筋コンクリート 東部第2   43.2ha

東部3号排水樋門 鉄筋コンクリート 東部第3  212.1ha

汚水中継
ポンプ施設

鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

雨水
ポンプ施設

鉄筋コンクリート造

鉄筋コンクリート造

汚水処理施設

雨水吐口施設

大成樋門 鉄筋コンクリート 錦町第2   92.3ha

西園樋門 鉄筋コンクリート 錦町第3   29.0ha

東部1号排水樋門 鉄筋コンクリート 東部第1   54.5ha

西工第1樋門 鉄筋コンクリート 緑町第9   22.5ha

西工第2樋門 鉄筋コンクリート 緑町第10 10.4ha

南町樋門 鉄筋コンクリート 錦町第1   17.3ha

西コミセン樋門 鉄筋コンクリート 緑町第6    8.7ha

緑町第7樋門 鉄筋コンクリート 緑町第7   15.9ha

元町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第8   19.9ha

緑町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第2   18.3ha

ピウカ樋管 HPφ1000 緑町第3   12.5ha

睦町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第5    7.6ha

美生樋門 鉄筋コンクリート 中央第2　 35.3ha

ピウカ樋管 中央第3　 17.8ha

泉町樋門 鉄筋コンクリート 緑町第1   22.8ha

汚泥貯留槽　　　12.46㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

場内フェンス　　　　 95ｍ ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ　H=1200

弥生排水樋門 鉄筋コンクリート 中央第1　151.7ha

担体ろ過層　 　    5.34㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

消毒槽　　　　　  　1.92㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

汚泥濃縮貯留槽  8.07㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

流量調整槽　  　 27.38㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

夾雑物除去槽  　  7.25㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

担体流動層　   　14.51㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

幅1.5ｍ×長5.0ｍ

沈砂池　2池

幅1.0ｍ×長2.5ｍ

ポンプ池　１池

幅3.0ｍ×長5.1ｍ

吐出池　１池

幅3.4ｍ×長3.3ｍ

原水ポンプ槽　  　2.58㎡ 繊維強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ（FRP）

区　分 内　　容 構　　造 備　　考 区　分 内　　容 構　　造 備　　考

沈砂池　2池

（（４４））機機械械装装置置のの内内訳訳

《《第第11汚汚水水中中継継ポポンンププ場場》》

富士電機㈱汚水ポンプ流量計 1組 富士電機㈱ エアコン 壁掛型　7.1kw 2台

富士電機㈱

排気ファン 1台 富士電機㈱ 補助継電器盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱

給気ファン 1台 富士電機㈱ コントロールセンタ盤 屋内自立型 1面

富士電機㈱

燃料タンク ４５０L 1台 富士電機㈱ 雨量・湿度計（監視盤内） 1面 富士電機㈱

非常用発電機 スイッチボード 1基 富士電機㈱ 沈砂池室脱臭ファン盤 屋内壁掛型 1面

富士電機㈱

SQC装置（テレメータ盤内） 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 沈砂池室排気ファン盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱

直流電源装置盤 屋内自立型 1面 日本電池㈱ 沈砂搬出機盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

テレメータ盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 監視盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱

排気ファン 軸流ファン 1基 ㈱テラルキョクトウ スクリーン脱水機盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

脱臭ファン 片吸込シロッコファン 1基 セイコー化工機㈱ 揚砂ポンプ盤 屋内スタンド型 1面 富士電機㈱

粗目スクリーンかす搬出機用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 汚水ポンプ盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

沈砂池流入ゲート 鋳鉄製角形外ねじ式 2基 ㈱栗本鉄工所 沈砂池流入ゲート盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱

圧力給水装置 圧力タンク式自動給水装置 1基 ㈱日立製作所 細目スクリーン自動除塵機盤 屋内スタンド型 1面

JFEｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ㈱

粗目スクリーン 手かき式バースクリーン 2基 アタカ大機㈱ ポンプ動力盤 屋外自立型 1面 富士電機㈱

沈砂スクリーンかす搬出用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 マンホールポンプ井水位計 1組

日新電機㈱

汚水ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 SQC装置（監視盤内） 屋内自立型 1面 富士電機㈱

揚砂ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 照明変圧器盤 屋内自立型 1面

三菱電機㈱

汚水ポンプ用吐出電動弁 電動偏心構造弁 3基 ㈱栗本鉄工所 動力変圧器盤 屋内自立型 1面 光商工㈱

汚水ポンプ 脱着式水中汚水ポンプ 3基 新明和工業㈱ 引込受電盤 屋内自立型 1面

富士電機㈱

沈砂搬出機 スクリューコンベヤ 1基 アタカ大機㈱ 柱上気中開閉器 SOG制御装置 1基 三菱電機㈱

沈砂分離装置 液体サイクロン 1基 大機エンジニアリング㈱ 雨量計 1台

富士電機㈱

揚砂ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 2基 新明和工業㈱ 処理室湿度計 1組 富士電機㈱

スクリーンかす脱水機 搬送管付スクリュープレス 1基 前澤工業㈱ 処理室温度計 1組

富士電機㈱

スクリーンかす搬出機 無軸式スクリューコンベヤ 1基 巴工業㈱ 流入水温計 1組 富士電機㈱

細目スクリーン自動除塵機 前面かき上げ形除塵機 2基 豊平製鋼㈱ 屋外温度計 1組

メーカー名

マンホールポンプ 脱着式吸込スクリュー付水中汚水ポンプ 2基 新明和工業㈱ 汚水ポンプ井水位計 2組 富士電機㈱

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度
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《《第第２２汚汚水水中中継継ポポンンププ場場》》

㈱日立製作所沈砂池室排気ファン現場盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱ 高段汚水ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基

富士電機㈱

高段流入ゲート現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ 低段汚水ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所

井戸ポンプ現場操作盤 屋外スタンド型 1面 日新電機㈱ 給水流量計 1組

富士電機㈱

沈砂池室排気ファン 片吸込シロッコファン 1基 セイコー化工機㈱ 高段流入水温時計 1組 富士電機㈱

揚砂ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 低段流入水温時計 1組

富士電機㈱

高段流入ゲート 角形外ねじ式 2基 ㈱栗本鉄工所 雨量計 1組 富士電機㈱

低段流入ゲート 角形外ねじ式 1基 ㈱栗本鉄工所 処理室温度計 1組

富士電機㈱

井戸ポンプ 深井戸用水中ポンプ 1基 ㈱日立製作所 処理室湿度計 1組 富士電機㈱

沈砂池室給気ファン現場操作盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱ 屋外温度計 1組

富士電機㈱

高段粗目スクリーン 手かき式バースクリーン 2基 アタカ大機㈱ 高段汚水ポンプ流量計 1組 富士電機㈱

低段粗目スクリーン 手かき式バースクリーン 1基 アタカ大機㈱ 低段汚水ポンプ流量計 1組

光商工㈱

コントロールセンタ 屋内自立型 1面 Ｒ７ 富士電機㈱ 照明変圧器盤 屋内自立型 1面 日新電機㈱

低段汚水ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 2基 新明和工業㈱ 動力変圧器盤 屋内自立型 1面

三菱電機㈱

沈砂搬出機 スクリューコンベヤ 1基 アタカ大機㈱ 引込受電盤 屋内自立型 1面 三菱電機㈱

沈砂分離装置 液体サイクロン 1基 大機エンジニアリング㈱ 柱上気中開閉器 SOG制御装置 1基

ヤンマーディーゼル㈱

揚砂ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 2基 新明和工業㈱ 排気ファン 1台 ヤンマーディーゼル㈱

スクリーンかす脱水機 搬送管付スクリュープレス 1基 前澤工業㈱ 給気ファン 1台

ヤンマーディーゼル㈱

細目スクリーン自動除塵機 前面かき上げ形除塵機 1基 豊平製鋼㈱ 燃料小出し槽 1基 ヤンマーディーゼル㈱

沈砂搬出機盤 屋内型 1面 日新電機㈱ 非常用発電機 屋内自立型 1基

富士電機㈱

低段汚水ポンプ現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ SQC装置（雨量・温湿度計盤） 1面 富士電機㈱

低段沈砂池流入ゲート現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ SQC装置（テレメータ盤内内蔵） 1面

㈱GSユアサ

細目スクリーン自動除塵機現場盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ テレメータ装置 屋内自立型 1面 富士電機㈱

沈砂池脱臭ファン盤 屋内壁掛型 1面 日新電機㈱ 制御用直流電源盤 屋内自立型 1面

㈱日立製作所

揚砂ポンプ現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ 給水装置 圧力タンク式自動給水装置 1基 ㈱日立製作所

監視盤 屋内自立型 1面 日新電機㈱ 給水装置 圧力タンク式自動給水装置 1基

㈱日立製作所

補助継電器盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 脱臭装置 立形カートリッジ充填式 1基 大道プラスチック工業㈱

テレメータ盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 沈砂・スクリーンかす搬出用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名

《《西西工工雨雨水水ポポンンププ場場》》

《《緑緑町町ゲゲーートトポポンンププ所所》》

《《役役場場庁庁舎舎》》

富士電機㈱テレメータ装置下段内 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ 非常通報装置 1面

㈱ヒューレットパッカード

テレメータ装置上段内 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ 無停電装置（GIS用） 汎用ミニUPS 3基 ㈱ヒューレットパッカード

プリンター CRT操作卓 1基 リコー㈱ 下水道管路管理システム 下水道GISシステム 2基

富士電機㈱

データロガー装置 データロギングコントローラ 1基 メタウォーター㈱ テレメータ装置西工用 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱

SQC装置（テレメータ盤内） テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ 西工雨水ポンプ場テレメータ盤 テレメータ・テレコントロール装置 1面

富士電機㈱

テレメータ盤下段 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ ミニUPS（データロガー装置用） 汎用ミニUPS 1基 富士電機㈱

テレメータ盤上段 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ ミニUPS（テレメータ盤用） 汎用ミニUPS 1基

No.2雨水ポンプ 水中汚水ポンプ 1基 新明和工業㈱

No.1雨水ポンプ 水中汚水ポンプ 1基 新明和工業㈱

富士電機㈱

自家発電機 屋内自立型 1基 富士電機㈱

雨水ポンプ現場操作盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ PWMコンバータ盤 屋内自立型 2面

富士電機㈱

計装盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ テレメータ装置（計装盤内） 屋内自立型 1面 富士電機㈱

補助継電器盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ ポンプ水路水位計 1組

富士電機㈱

ポンプ補機動力制御盤 屋内自立型 2面 富士電機㈱ 吐出井水位計 1組 富士電機㈱

接地端子試験極盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱ 無停電電源装置 屋内自立型 1台

三菱電機㈱

単相電源盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 排気ファン 1台 富士電機㈱

引込開閉器盤 屋外型 1面 富士電機㈱ 給気ファン 1台

㈱工技研究所

雨水ポンプ用ゲート ローラーゲート 1基 ㈱石垣 ラジエーター 1台 ㈱KOYO

雨水ポンプ 横軸水中ポンプ 2基 ㈱石垣 燃料タンク 1台

富士電機㈱

細目スクリーン自動除塵機 往復レーキ式除塵機 1基 ㈱石垣 消音器 1台 富士電機㈱

雨水ポンプ動力制御盤 屋内自立型 2面 中山技術㈱ 自家発補機現場操作盤 屋内壁掛型 1面

富士電機㈱

高段汚水ポンプ井水位計 2組 富士電機㈱ 高段汚水ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 3基 新明和工業㈱

低段汚水ポンプ井水位計 2組 富士電機㈱ 高段汚水ポンプ盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

脱臭ファン 片吸込ターボファン 1基 セイコー化工機㈱ 雨量・湿度計（監視盤内） 1面 富士電機㈱

低段細目スクリーンかす搬出用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 SQC装置 屋内壁掛式 1面

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名
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《《第第２２汚汚水水中中継継ポポンンププ場場》》

㈱日立製作所沈砂池室排気ファン現場盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱ 高段汚水ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基

富士電機㈱

高段流入ゲート現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ 低段汚水ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所

井戸ポンプ現場操作盤 屋外スタンド型 1面 日新電機㈱ 給水流量計 1組

富士電機㈱

沈砂池室排気ファン 片吸込シロッコファン 1基 セイコー化工機㈱ 高段流入水温時計 1組 富士電機㈱

揚砂ポンプ用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 低段流入水温時計 1組

富士電機㈱

高段流入ゲート 角形外ねじ式 2基 ㈱栗本鉄工所 雨量計 1組 富士電機㈱

低段流入ゲート 角形外ねじ式 1基 ㈱栗本鉄工所 処理室温度計 1組

富士電機㈱

井戸ポンプ 深井戸用水中ポンプ 1基 ㈱日立製作所 処理室湿度計 1組 富士電機㈱

沈砂池室給気ファン現場操作盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱ 屋外温度計 1組

富士電機㈱

高段粗目スクリーン 手かき式バースクリーン 2基 アタカ大機㈱ 高段汚水ポンプ流量計 1組 富士電機㈱

低段粗目スクリーン 手かき式バースクリーン 1基 アタカ大機㈱ 低段汚水ポンプ流量計 1組

光商工㈱

コントロールセンタ 屋内自立型 1面 Ｒ７ 富士電機㈱ 照明変圧器盤 屋内自立型 1面 日新電機㈱

低段汚水ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 2基 新明和工業㈱ 動力変圧器盤 屋内自立型 1面

三菱電機㈱

沈砂搬出機 スクリューコンベヤ 1基 アタカ大機㈱ 引込受電盤 屋内自立型 1面 三菱電機㈱

沈砂分離装置 液体サイクロン 1基 大機エンジニアリング㈱ 柱上気中開閉器 SOG制御装置 1基

ヤンマーディーゼル㈱

揚砂ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 2基 新明和工業㈱ 排気ファン 1台 ヤンマーディーゼル㈱

スクリーンかす脱水機 搬送管付スクリュープレス 1基 前澤工業㈱ 給気ファン 1台

ヤンマーディーゼル㈱

細目スクリーン自動除塵機 前面かき上げ形除塵機 1基 豊平製鋼㈱ 燃料小出し槽 1基 ヤンマーディーゼル㈱

沈砂搬出機盤 屋内型 1面 日新電機㈱ 非常用発電機 屋内自立型 1基

富士電機㈱

低段汚水ポンプ現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ SQC装置（雨量・温湿度計盤） 1面 富士電機㈱

低段沈砂池流入ゲート現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ SQC装置（テレメータ盤内内蔵） 1面

㈱GSユアサ

細目スクリーン自動除塵機現場盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ テレメータ装置 屋内自立型 1面 富士電機㈱

沈砂池脱臭ファン盤 屋内壁掛型 1面 日新電機㈱ 制御用直流電源盤 屋内自立型 1面

㈱日立製作所

揚砂ポンプ現場操作盤 屋内スタンド型 1面 日新電機㈱ 給水装置 圧力タンク式自動給水装置 1基 ㈱日立製作所

監視盤 屋内自立型 1面 日新電機㈱ 給水装置 圧力タンク式自動給水装置 1基

㈱日立製作所

補助継電器盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 脱臭装置 立形カートリッジ充填式 1基 大道プラスチック工業㈱

テレメータ盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 沈砂・スクリーンかす搬出用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名

《《西西工工雨雨水水ポポンンププ場場》》

《《緑緑町町ゲゲーートトポポンンププ所所》》

《《役役場場庁庁舎舎》》

富士電機㈱テレメータ装置下段内 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ 非常通報装置 1面

㈱ヒューレットパッカード

テレメータ装置上段内 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ 無停電装置（GIS用） 汎用ミニUPS 3基 ㈱ヒューレットパッカード

プリンター CRT操作卓 1基 リコー㈱ 下水道管路管理システム 下水道GISシステム 2基

富士電機㈱

データロガー装置 データロギングコントローラ 1基 メタウォーター㈱ テレメータ装置西工用 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱

SQC装置（テレメータ盤内） テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ 西工雨水ポンプ場テレメータ盤 テレメータ・テレコントロール装置 1面

富士電機㈱

テレメータ盤下段 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ ミニUPS（データロガー装置用） 汎用ミニUPS 1基 富士電機㈱

テレメータ盤上段 テレメータ・テレコントロール装置 1面 富士電機㈱ ミニUPS（テレメータ盤用） 汎用ミニUPS 1基

No.2雨水ポンプ 水中汚水ポンプ 1基 新明和工業㈱

No.1雨水ポンプ 水中汚水ポンプ 1基 新明和工業㈱

富士電機㈱

自家発電機 屋内自立型 1基 富士電機㈱

雨水ポンプ現場操作盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ PWMコンバータ盤 屋内自立型 2面

富士電機㈱

計装盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ テレメータ装置（計装盤内） 屋内自立型 1面 富士電機㈱

補助継電器盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ ポンプ水路水位計 1組

富士電機㈱

ポンプ補機動力制御盤 屋内自立型 2面 富士電機㈱ 吐出井水位計 1組 富士電機㈱

接地端子試験極盤 屋内壁掛型 1面 富士電機㈱ 無停電電源装置 屋内自立型 1台

三菱電機㈱

単相電源盤 屋内自立型 1面 富士電機㈱ 排気ファン 1台 富士電機㈱

引込開閉器盤 屋外型 1面 富士電機㈱ 給気ファン 1台

㈱工技研究所

雨水ポンプ用ゲート ローラーゲート 1基 ㈱石垣 ラジエーター 1台 ㈱KOYO

雨水ポンプ 横軸水中ポンプ 2基 ㈱石垣 燃料タンク 1台

富士電機㈱

細目スクリーン自動除塵機 往復レーキ式除塵機 1基 ㈱石垣 消音器 1台 富士電機㈱

雨水ポンプ動力制御盤 屋内自立型 2面 中山技術㈱ 自家発補機現場操作盤 屋内壁掛型 1面

富士電機㈱

高段汚水ポンプ井水位計 2組 富士電機㈱ 高段汚水ポンプ 水中汚水汚物ポンプ 3基 新明和工業㈱

低段汚水ポンプ井水位計 2組 富士電機㈱ 高段汚水ポンプ盤 屋内スタンド型 1面

富士電機㈱

脱臭ファン 片吸込ターボファン 1基 セイコー化工機㈱ 雨量・湿度計（監視盤内） 1面 富士電機㈱

低段細目スクリーンかす搬出用チェーンブロック 電動チェーンブロック 1基 ㈱日立製作所 SQC装置 屋内壁掛式 1面

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名
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《《上上美美生生集集落落排排水水処処理理場場》》

（（５５））車車両両及及びび運運搬搬具具のの内内訳訳

（（６６））工工具具器器具具及及びび備備品品のの内内訳訳

区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名 区　　分 規　　格 数　量 取得年度 メーカー名

計量ﾎﾟﾝﾌﾟ 2基 ㈱鶴見製作所

原水ﾎﾟﾝﾌﾟ 2基 ㈱鶴見製作所

曝気ﾌﾞﾛﾜ 1基 ㈱アンレット

汚泥移送ﾎﾟﾝﾌﾟ 1基 ㈱鶴見製作所

引込開閉器盤 1面 富士電機㈱

撹拌ﾌﾞﾛﾜ 1基 ㈱アンレット

操作盤 1面 ﾌｼﾞｸﾘｰﾝ工業㈱

低圧受電盤 1面 富士電機㈱

燃料小出し槽 1基 富士電機㈱

非常用自家発装置 20ｋVA 1基 富士電機㈱

自家発吸気用換気扇 1基 富士電機㈱

区　　分 規　　格　　等 取得年度 数　　量 取　得　先 備　考

水素イオン濃度計 ポータブル式　KP-10F 1台 北海道富士電機㈱

区　　分 数　　量 取　得　先 備　考

下水道パトロール車 1台 ㈱谷口自動車工業

規　　格　　等

平成25年式　トヨタタウンエースABF-S412M　車両総重量2,150kg　総排気量1,490cc

取得年度

溶存酸素計 ポータブル式　DO-10Z 1台 北海道富士電機㈱

管路点検用管口カメラ 管診鏡PC 1台 ㈱水道アセットサービス

小型除雪機 ﾎﾝﾀﾞHSS970n(JX)　SANJ-2016232 1台 芽室町農業協同組合
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地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
政

融
資

資
金

簡
保

保
険

局

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

簡
保

保
険

局

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

簡
保

保
険

局

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
政

融
資

資
金

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

簡
保

保
険

局

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

簡
保

保
険

局

財
政

融
資

資
金

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
政

融
資

資
金

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
政

融
資

資
金

簡
保

保
険

局

財
政

融
資

資
金

簡
保

保
険

局

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構
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《《
上上
美美
生生
集集
落落
排排
水水
処処
理理
場場
》》

（（
５５
））
車車
両両
及及
びび
運運
搬搬
具具
のの
内内
訳訳

（（
６６
））
工工
具具
器器
具具
及及
びび
備備
品品
のの
内内
訳訳

区
　
　
分

規
　
　
格

数
　
量

取
得
年
度

メ
ー
カ
ー
名

区
　
　
分

規
　
　
格

数
　
量

取
得
年
度

メ
ー
カ
ー
名

計
量
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ

2
基

㈱
鶴
見
製
作
所

原
水
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ

2
基

㈱
鶴
見
製
作
所

曝
気
ﾌ
ﾞﾛ
ﾜ

1
基

㈱
ア
ン
レ
ッ
ト

汚
泥
移
送
ﾎ
ﾟﾝ
ﾌ
ﾟ

1
基

㈱
鶴
見
製
作
所

引
込
開
閉
器
盤

1
面

富
士
電
機
㈱

撹
拌
ﾌ
ﾞﾛ
ﾜ

1
基

㈱
ア
ン
レ
ッ
ト

操
作
盤

1
面

ﾌ
ｼ
ﾞｸ
ﾘｰ
ﾝ
工
業
㈱

低
圧
受
電
盤

1
面

富
士
電
機
㈱

燃
料
小
出
し
槽

1
基

富
士
電
機
㈱

非
常
用
自
家
発
装
置

2
0
ｋ
V
A

1
基

富
士
電
機
㈱

自
家
発
吸
気
用
換
気
扇

1
基

富
士
電
機
㈱

区
　
　
分

規
　
　
格
　
　
等

取
得
年
度

数
　
　
量

取
　
得
　
先

備
　
考

水
素
イ
オ
ン
濃
度
計

ポ
ー
タ
ブ
ル
式
　
K
P
-
1
0
F

1
台

北
海
道
富
士
電
機
㈱

区
　
　
分

数
　
　
量

取
　
得
　
先

備
　
考

下
水
道
パ
ト
ロ
ー
ル
車

1
台

㈱
谷
口
自
動
車
工
業

規
　
　
格
　
　
等

平
成
2
5
年
式
　
ト
ヨ
タ
タ
ウ
ン
エ
ー
ス
A
B
F
-
S
4
1
2
M
　
車
両
総
重
量
2
,1
5
0
kg
　
総
排
気
量
1
,4
9
0
cc

取
得
年
度

溶
存
酸
素
計

ポ
ー
タ
ブ
ル
式
　
D
O
-
1
0
Z

1
台

北
海
道
富
士
電
機
㈱

管
路
点
検
用
管
口
カ
メ
ラ

管
診
鏡
P
C

1
台

㈱
水
道
ア
セ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス

小
型
除
雪
機

ﾎ
ﾝ
ﾀ
ﾞH
S
S
9
7
0
n
(J
X
)　
S
A
N
J-
2
0
1
6
2
3
2

1
台

芽
室
町
農
業
協
同
組
合

（１）公共下水道事業

当年度償還額 償還額累計
簡保保険局

財政融資資金

財政融資資金

簡保保険局

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

簡保保険局

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

簡保保険局

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

簡保保険局

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

簡保保険局

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

簡保保険局

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

簡保保険局

財政融資資金

簡保保険局

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

令 和 ７ 年 度　企 業 債 明 細 書

発行年月日 発行総額 償　　還　　額 未償還元金 利率(%) 償還終期 借入先
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当年度償還額 償還額累計
財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北海道銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北海道銀行

帯広信用金庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北海道銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

償還終期 借入先発行年月日 発行総額 償　　還　　額 未償還元金 利率(%)
当年度償還額 償還額累計

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

帯広信用金庫

小　　計

（２）農業集落排水事業

当年度償還額 償還額累計
地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

小　　計

発行年月日 発行総額 利率(%) 償還終期 借入先償　　還　　額 未償還元金

利率(%) 償還終期 借入先発行年月日 発行総額 償　　還　　額 未償還元金
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当年度償還額 償還額累計
財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北海道銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北海道銀行

帯広信用金庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

北海道銀行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

償還終期 借入先発行年月日 発行総額 償　　還　　額 未償還元金 利率(%)
当年度償還額 償還額累計

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

帯広信用金庫

小　　計

（２）農業集落排水事業

当年度償還額 償還額累計
地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

小　　計

発行年月日 発行総額 利率(%) 償還終期 借入先償　　還　　額 未償還元金

利率(%) 償還終期 借入先発行年月日 発行総額 償　　還　　額 未償還元金
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（３）個別排水処理事業

当年度償還額 償還額累計
財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財政融資資金

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

小　　計

合　　計

利率(%) 償還終期 借入先発行年月日 発行総額 償　　還　　額 未償還元金
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